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１ マイナンバー制度の概要

• マイナンバー制度の趣旨
マイナンバー制度は、社会保障、税、災害対策、その他の⾏政分野

において、効率的に情報を管理し、国⺠の利便性向上と⾏政の効率化
を同時に推進するために導入された。例えば、マイナンバーを使った
⾏政機関等の間での情報連携により、市⺠が⾏う各種⾏政⼿続におい
て、必要な添付書類を省略することが可能となる。

• マイナンバー条例の必要性
マイナンバー条例を制定することにより、地方公共団体独自でマイ

ナンバー情報を利⽤する事務（独自利⽤事務）を規定することや、同
一地方公共団体内での情報の授受や同一地方公共団体内の他の機関と
の間での情報の連携が可能となる。
また、他の地方公共団体等との情報連携によりマイナンバー情報を

取得し、利⽤することも可能となる。
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２ 改正の経緯
（１）地⽅公共団体情報システムの標準化に伴う条例改正
住⺠基本台帳、地方税等の情報システムについて、「地方公共団体情報シス

テムの標準化に関する法律」及び「地方公共団体情報システム標準化基本方
針」に基づき、令和７年度末までに標準化基準に適合したシステムへの移⾏を
進めている。システムの標準化に伴い、一元的に住登外者(住⺠登録はないが、
事務処理に当たって記録しておく必要がある者)の登録・管理を⾏う「住登外
者宛名番号管理機能」が共通機能として設けられることとなったが、この機能
を扱う事務については、マイナンバーの独自利⽤を⾏う事務等として条例に定
める必要があるとの⾒解が国から⽰されたため。
（２）障碍児に関する補装具費⽀給制度の所得制限の撤廃に伴う条例改正
内閣府のこども未来戦略（令和5年12月22日閣議決定）において、「補装具

については、障害のあるこどもにとって日常生活に欠かせないものであり、成
⻑に応じて交換が必要なものであることを踏まえ、保護者の所得にかかわらず
こどもの育ちを⽀える観点から、障害児に関する補装具費⽀給制度の所得制限
を撤廃する」（抜粋）こととされた。このことを受けて、兵庫県軽・中度難聴
児補聴器購入費等助成事業実施要綱及び実施要領に規定されている所得制限に
ついても、障碍の程度により所得制限が異なることは不合理であることから、
国の動きに準拠して、撤廃することとして一部改正(令和６年４月１日)された
ため。
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（１）地⽅公共団体情報システムの標準化に伴う条例改正
独自利⽤事務として、個⼈番号の利⽤範囲に住登外者宛名番号管理機能

による住登外者の情報の管理に関する事務であって規則で定めるものを追加
する。
→【別表第１関係】
特定個⼈情報の庁内連携を⾏う事務⼜は同一地方公共団体内の他機関へ

の情報提供を⾏う事務として、住登外者宛名番号管理機能による住登外者
の情報の管理に関する事務であって規則で定めるものを追加する。
→【別表第２・別表第３関係】

（２）障碍児に関する補装具費⽀給制度の所得制限を撤廃に伴う条例改正
独自利⽤事務として、個⼈番号を利⽤する必要がなくなったため軽・中

度難聴児に対する補聴器購入費等助成⾦の⽀給に関する事務であって規則
で定めるものを削除する。
→【別表第１・別表第２関係】

３ 改正内容
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４ 条例施⾏日
公布の日から施⾏する。


